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大
阪
自
治
体
問
題
研
究
所
は
、
２
０
２
５
年

12
月
21
日
に
﹁
第
28
回
お
お
さ
か
の
自
治
体
学

校
﹂
を
開
催
し
、
ウ
ェ
ブ
参
加
も
含
め
、
約
80

人
が
参
加
し
ま
し
た
。

本
稿
は
、
自
治
体
問
題
研
究
所
理
事
長
・
奈

良
女
子
大
学
名
誉
教
授
の
中
山
徹
さ
ん
の
基
調

講
演
﹁
維
新
は
大
阪
を
ど
う
し
よ
う
と
し
て
い

る
の
か
﹂
の
要
旨
を
事
務
局
で
ま
と
め
た
も
の

で
す
。

　
　
　

◇　
　

◇　
　

◇

■
維
新
の
経
済
政
策
と
そ
の
実
態

11
月
に
与
党
と
な
っ
た
維
新
が
大
阪
を
ど
う

変
え
よ
う
と
し
て
い
る
の
か
が
、
本
日
の
大
き

な
テ
ー
マ
で
す
。
ま
ず
は
維
新
の
﹁
経
済
成
長

政
策
﹂
と
そ
の
実
態
を
見
て
お
き
ま
す
。

維
新
の
成
長
政
策
は
、
５
点
掲
げ
ら
れ
て
い

ま
す
が
、
中
で
も
①
健
康
・
医
療
関
連
の
リ
ー

デ
ィ
ン
グ
産
業
化
、
②
国
内
外
の
観
光
需
要
の

取
り
込
み
の
強
化
、
③
規
制
緩
和
と
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
が
軸
で
す
。
そ
の
実
態
は
ど
う
な
っ
て

い
る
の
で
し
ょ
う
か
。

①
で
は
、
拠
点
と
さ
れ
る
﹁
健
都
﹂︵
吹
田

・
摂
津
︶、
彩
都
︵
茨
木
・
箕
面
︶、
未
来
医
療

国
際
拠
点
︵
中
之
島
︶
ど
れ
も
で
、
民
間
企
業

の
誘
致
や
応
募
が
進
ま
ず
、
政
策
が
作
ら
れ
た

２
０
０
9
年
以
降
、
医
薬
品
製
造
業
の
全
国
シ

ェ
ア
は
付
加
価
値
額
で
見
る
と
17
・
１
％
か
ら

３
・
５
％
に
落
ち
込
ん
で
い
ま
す
。

②
の
観
光
需
要
の
取
り
込
み
で
は
、
イ
ン
バ

ウ
ン
ド
の
数
は
増
え
た
も
の
の
、
そ
の
弊
害
対

策
も
あ
り
、
大
阪
経
済
を
成
長
さ
せ
た
か
ど
う

か
は
疑
わ
し
い
も
の
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
③
の
規
制
緩
和
と
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

で
は
、
そ
の
中
心
事
業
で
あ
る
﹁
空
飛
ぶ
ク
ル

マ
﹂
は
現
在
も
商
用
運
航
は
目
処
が
立
っ
て
い

ま
せ
ん
。
ま
た
﹁
都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域
指

定
﹂
は
、
容
積
率
の
緩
和
で
民
間
の
事
業
参
加

を
促
す
施
策
で
し
た
が
、
集
客
施
設
や
大
規
模

商
業
施
設
の
整
備
が
進
ん
だ
の
は
梅
田
駅
周
辺

の
み
。
最
近
指
定
し
た
﹁
大
阪
城
東
部
開
発
﹂

で
は
、
応
募
が
無
い
状
況
で
す
。

結
局
、
維
新
の
経
済
政
策
は
、
イ
ン
バ
ウ
ン

ド
こ
そ
増
え
た
も
の
の
、
都
市
再
開
発
へ
の
民

間
参
入
は
一
部
に
限
ら
れ
、
容
積
率
の
緩
和
で

唯
一
事
業
収
益
が
見
込
ま
れ
る
タ
ワ
ー
マ
ン
シ

ョ
ン
だ
け
が
乱
立
す
る
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

■
維
新
の
成
長
政
策
が
も
た
ら
し
た
2
つ
の
こ
と

①
　
大
阪
経
済
は
低
迷
し
た
ま
ま

こ
う
し
た
維
新
の
政
策
は
、
何
を
も
た
ら
し

た
の
で
し
ょ
う
か
。
実
態
に
つ
い
て
、
い
く
つ

か
の
指
標
で
見
て
み
ま
し
ょ
う
。

ま
ず
人
口
で
す
が
、
大
都
市
圏
と
さ
れ
る
東

京
都
、
愛
知
県
と
比
較
す
る
と
、
東
京
都
や
愛

知
県
は
人
口
が
増
え
て
い
ま
す
が
、
大
阪
府
は

人
口
が
減
少
し
て
い
ま
す
。

維新は大阪をどうしようとしているのか維新は大阪をどうしようとしているのか
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ま
た
、
県
内
総
生
産
の
推
移
で
は
、
東
京
都

や
愛
知
県
で
は
１
１
０
％
前
後
の
伸
び
を
示
し

て
い
ま
す
が
、
大
阪
府
は
全
国
平
均
す
ら
下
回

っ
て
い
ま
す
︵
図
１
︶。

さ
ら
に
１
人
あ
た
り
の
県
民
雇
用
者
報
酬
で

も
、
愛
知
県
や
東
京
都
は
も
ち
ろ
ん
、
全
国
平

均
よ
り
も
下
回
っ
て
い
る
の
で
す
︵
図
２
︶。

ま
た
、
２
０
２
４
年
の
完
全
失
業
率
の
全
国

平
均
は
２
・
５
％
で
す
が
、
大
阪
は
青
森
と
並

ん
で
３
・
１
％
と
、
大
き
く
上
回
っ
て
い
ま
す
。

維
新
が
打
ち
出
し
た
﹁
大
阪
の
成
長
戦
略
﹂

︵
２
０
１
０
年
︶
か
ら
15
年
。
こ
う
し
た
指
標

を
見
れ
ば
、
大
阪
経
済
は
低
迷
が
続
い
て
い
る

こ
と
は
明
ら
か
で
す
。

②
　
府
内
の
地
域
間
格
差
が
拡
大
し
て
い
る

民
間
の
開
発
を
促
す
政
策
は
、
大
阪
北
部
や

大
阪
市
内
・
湾
岸
部
で
し
か
進
ん
で
い
ま
せ

ん
。ま

た
、
交
通
で
は
、
鉄
道
は
北
大
阪
急
行
延

伸
、
夢
洲
ア
ク
セ
ス
線
な
ど
、
道
路
で
は
阪
神

高
速
淀
川
左
岸
線
に
巨
額
の
費
用
が
つ
ぎ
込
ま

れ
ま
し
た
が
、
周
辺
部
分
の
交
通
網
の
整
備
は

民
間
任
せ
で
、
バ
ス
路
線
が
縮
小
・
減
便
、
南

河
内
で
は
金
剛
バ
ス
が
廃
業
に
な
る
な
ど
、

﹁
移
動
の
権
利
﹂
が
脅
か
さ
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
維
新
に
よ
る
﹁
大
阪
府
立
学
校
条
例
﹂

と
私
立
高
校
授
業
料
﹁
無
償
化
﹂
の
影
響
で
、

毎
年
の
よ
う
に
府
立
高
校
が
廃
校
と
な
り
、
周

辺
部
の
自
治
体
で
は
府
立
高
校
が
１
校
も
な
い

と
こ
ろ
が
増
え
て
い
ま
す
。

大
阪
府
全
体
で
は
、
人
口
減
少
と
、
後
期
高

齢
者
比
率
が
上
が
っ
て
い
き
ま
す
︵
図
３
・

４
︶。
大
阪
市
や
北
大
阪
エ
リ
ア
で
は
減
少
は

緩
や
か
で
す
が
、
一
方
、
泉
州
や
北
中
河
内
、

南
河
内
エ
リ
ア
で
は
人
口
減
少
や
後
期
高
齢
者

の
増
加
が
早
く
進
む
見
込
み
で
す
。

と
り
わ
け
、
南
河
内
で
は
こ
の
ま
ま
推
移
す

れ
ば
２
０
５
０
年
に
は
人
口
が
3
分
の
２
に
減

る
と
い
う
推
計
と
な
っ
て
お
り
、﹁
人
口
減
少

↓
公
共
・
民
間
の
サ
ー
ビ
ス
減
少
↓
人
口
減

少
﹂
の
悪
循
環
が
危
惧
さ
れ
ま
す
。

■
突
き
つ
け
ら
れ
た
課
題
に
対
す
る
維
新
の
新

た
な
﹁
改
革
﹂

維
新
に
対
し
﹁
大
阪
経
済
の
低
迷
﹂﹁
府
内

格
差
の
拡
大
﹂
と
い
う
課
題
が
突
き
つ
け
ら
れ

て
い
ま
す
。
加
え
て
こ
の
間
の
維
新
公
認
首
長

・
議
員
の
不
祥
事
、
政
治
資
金
の
身
内
へ
の
還

流
な
ど
で
支
持
率
が
低
迷
す
る
中
、
こ
う
し
た

課
題
を
乗
り
越
え
よ
う
と
、
新
た
な
﹁
改
革
﹂

出所：内閣府「県民経済計算」より

出所：内閣府「県民経済計算」より

出所：内閣府「県民経済計算」
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を
掲
げ
て
い
ま
す
。

①
　
新
た
な
﹁
改
革
﹂
そ
の
1
│
副
首
都
構
想

そ
の
１
つ
が
、﹁
副
首
都
構
想
﹂
で
す
。

副
首
都
の
機
能
は
、﹁
首
都
圏
一
極
集
中
の

是
正
﹂﹁
災
害
等
で
首
都
中
枢
が
使
え
な
く
な

っ
た
場
合
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
﹂
で
す
。
し
か
し

維
新
の
﹁
副
首
都
整
備
法
案
﹂
で
は
、
副
首
都

に
な
る
条
件
に
﹁
大
都
市
法
に
基
づ
く
特
別
区

の
設
置
﹂
が
掲
げ
ら
れ
て
お
り
、
何
が
何
で
も

﹁
大
阪
都
構
想
﹂
を
押
し
通
す
構
え
で
す
。

副
首
都
に
な
る
こ
と
で
、
国
か
ら
お
金
と
事

業
を
持
っ
て
く
る
こ
と
、
悲
願
で
あ
る
大
阪
都

構
想
を
実
現
す
る
こ
と
、
そ
し
て
、
そ
れ
を
通

じ
て
、
維
新
へ
の
期
待
と
支
持
を
再
度
集
め
る

狙
い
が
あ
り
ま
す
。

維
新
は
２
０
２
6
年
通
常
国
会
で
﹁
副
首
都

整
備
法
﹂
を
成
立
さ
せ
、
最
速
で
は
２
０
２
6

年
秋
に
三
度
目
の
大
阪
都
構
想
住
民
投
票
を
実

施
、
２
０
２
7
年
通
常
国
会
で
大
阪
を
副
首
都

に
、
大
阪
府
を
大
阪
都
に
し
、
そ
れ
を
成
果
に

27
年
春
の
統
一
地
方
選
挙
︵
府
知
事
・
大
阪
市

長
選
︶
を
優
位
に
進
め
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。

②
　
新
た
な
﹁
改
革
﹂
そ
の
2
│
東
部
・
南
部

の
衰
退
を
市
町
村
合
併
で

維
新
の
﹁
成
長
政
策
﹂
は
大
阪
市
内
や
湾
岸

部
、
北
大
阪
に
集
中
し
て
お
り
、
東
部
・
南
部

は
置
き
去
り
で
す
。

２
０
２
４
年
３
月
の
府
議
会
で
、﹁
大
阪
府

基
礎
自
治
機
能
の
充
実
及
び
強
化
に
関
す
る
条

例
﹂
が
制
定
さ
れ
ま
し
た
。
条
例
前
文
で
は

﹁
人
口
減
少
の
中
で
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
安
定
的

に
供
給
す
る
た
め
に
は
、
行
政
改
革
、
デ
ジ
タ

ル
化
、
多
様
な
団
体
と
の
連
携
・
協
働
、
広
域

連
携
、
市
町
村
合
併
等
が
必
要
﹂
と
さ
れ
て
お

り
、
と
り
わ
け
合
併
に
関
し
て
は
、
条
例
15
条

で
﹁
市
町
村
か
ら
の
求
め
が
あ
っ
た
場
合
、
そ

の
区
域
を
﹁
合
併
円
滑
化
等
支
援
地
域
﹂
に
指

定
し
、﹁
市
町
村
合
併
円
滑
化
等
支
援
計
画
﹂

を
作
成
す
る
と
し
て
い
ま
す
。
ま
た
18
条
で
、

﹁
推
進
本
部
﹂
本
部
長
は
大
阪
府
知
事
と
す
る

こ
と
が
謳
わ
れ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
大
阪
府
が
広
域
自
治
体
本
来
の
役

割
で
あ
る
﹁
府
内
市
町
村
の
自
立
と
住
民
生
活

の
確
保
に
向
け
た
支
援
﹂
で
は
な
く
、
広
域
化

や
デ
ジ
タ
ル
化
、
そ
し
て
合
併
な
ど
、
市
町
村

の
﹁
自
己
責
任
で
解
決
﹂
す
る
こ
と
を
支
援
す

る
も
の
に
他
な
り
ま
せ
ん
。

す
で
に
こ
の
﹁
条
例
﹂
に
基
づ
く
協
議
の
具

体
化
が
、
南
河
内
地
域
︵
羽
曳
野
市
・
大
阪
狭

山
市
・
太
子
町
・
河
南
町
・
千
早
赤
阪
村
︶、

泉
州
地
域
︵
泉
佐
野
市
・
泉
南
市
・
阪
南
市
・

熊
取
町
︶
で
開
始
さ
れ
、
い
ず
れ
も
大
阪
府
市

出所： 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口
令和5年推計」
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出所： 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口
令和5年推計」
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町
村
局
を
軸
に
議
論
や
検
討
が
進
ん
で
い
ま

す
。

■�

こ
う
し
た
動
き
に
ど
う
対
抗
し
て
い
く
べ
き
か

①
　
副
首
都
構
想
に
反
対
す
る
声
を
上
げ
る

維
新
の
政
策
の
致
命
傷
は
、
そ
の
結
果
府
民

の
所
得
が
低
下
し
て
い
る
こ
と
で
す
。
規
制
緩

和
や
非
正
規
化
・
民
営
化
は
賃
金
を
引
き
下
げ

る
政
策
で
す
。

大
阪
が
副
首
都
に
な
り
、
政
府
か
ら
の
予
算

も
導
入
し
て
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
産
業
の
育
成
や
イ

ン
バ
ウ
ン
ド
、
規
制
緩
和
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
の

拠
点
開
発
等
を
進
め
て
も
、
結
局
は
こ
れ
ま
で

の
政
策
を
拡
大
す
る
だ
け
で
、
府
民
の
所
得
は

上
が
ら
ず
、
地
域
間
格
差
が
ど
ん
ど
ん
拡
大
す

る
こ
と
は
明
ら
か
で
す
。

副
首
都
構
想
に
幻
想
や
期
待
を
寄
せ
る
の
で

は
な
く
、
き
っ
ぱ
り
と
反
対
す
る
声
を
上
げ
る

べ
き
で
す
。

②�

　
副
首
都
構
想
を
看
板
に
し
た
３
回
目
の
都

構
想
住
民
投
票
は
民
主
主
義
の
冒
涜

副
首
都
構
想
と
大
阪
都
構
想
と
は
関
係
が
あ

り
ま
せ
ん
。
維
新
が
む
り
や
り
結
び
つ
け
た
も

の
で
す
。

大
阪
都
構
想
は
、
２
０
１
５
年
・
２
０
２
０

年
の
２
度
に
わ
た
る
住
民
投
票
で
、
大
阪
市
民

に
よ
っ
て
否
決
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
そ
れ
を

ま
た
ぞ
ろ
持
ち
出
す
こ
と
は
、
大
阪
市
民
の
審

判
を
無
視
し
、
民
主
主
義
を
冒
涜
す
る
も
の
に

他
な
り
ま
せ
ん
。

③�

　
雇
用
の
安
定
と
賃
金
上
昇
を
通
じ
、
個
人

消
費
を
拡
大
す
る
経
済
政
策

不
安
定
就
労
の
拡
大
と
実
質
賃
金
の
低
迷
こ

そ
、
府
民
の
困
難
の
大
本
で
す
。
大
阪
府
の
産

業
別
従
事
者
の
割
合
を
見
る
と
、
１
位
は
卸
売

・
小
売
業
で
21
・
４
％
、
２
位
は
医
療
・
福
祉

で
14
・
３
％
、
そ
の
ほ
か
で
も
サ
ー
ビ
ス
業
や

飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
な
ど
、
個
人
消
費
に
直
結
す

る
産
業
で
働
く
人
が
多
い
こ
と
が
特
徴
で
す
。

こ
れ
を
踏
ま
え
て
個
人
消
費
の
拡
大
に
つ
な

が
る
以
下
の
政
策
を
基
本
に
進
め
る
こ
と
が
必

要
で
す
。

○
非
正
規
化
、
民
間
委
託
な
ど
に
よ
る
「
官
製

ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
」
を
作
り
出
さ
な
い

○
福
祉
職
な
ど
自
治
体
が
関
与
で
き
る
民
間
職

員
の
労
働
条
件
を
改
善
す
る

○
公
契
約
条
例
の
制
定
で
、
自
治
体
が
発
注
す

る
業
務
に
従
事
す
る
労
働
者
に
適
正
な
賃
金

を
保
障
す
る

○
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
を
求
め
る
と
と
も

に
、
賃
上
げ
を
行
う
中
小
企
業
を
財
政
的
に

支
援
す
る

経
済
対
策
の
重
点
を
、
個
人
消
費
の
拡
大
、

と
サ
ー
ビ
ス
業
の
待
遇
改
善
に
変
え
る
こ
と
、

経
済
対
策
を
担
う
中
心
を
府
か
ら
市
町
村
に
移

し
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
対
策
を
講
じ
ら
れ

る
よ
う
、
市
町
村
を
支
援
す
べ
き
で
す
。

と
り
わ
け
医
療
・
福
祉
の
分
野
は
、
他
の
産

業
平
均
よ
り
低
賃
金
か
つ
不
安
定
雇
用
の
比
率

も
高
い
分
野
で
す
。
高
齢
化
が
進
む
大
阪
に
と

っ
て
社
会
的
に
も
重
要
で
あ
り
、
こ
こ
に
重
点

的
に
力
を
入
れ
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

④
　
大
阪
の
強
み
を
生
か
し
た
経
済
政
策
こ
そ

人
口
減
少
が
進
む
東
部
や
南
部
で
市
町
村
合

併
を
進
め
れ
ば
、
さ
ら
に
そ
の
地
域
の
衰
退
が

進
む
こ
と
は
平
成
の
大
合
併
で
実
証
済
み
で

す
。こ

う
し
た
地
域
で
は
す
で
に
学
校
の
統
廃
合

や
自
治
体
病
院
の
民
間
委
託
が
進
み
、
暮
ら
し

に
く
い
状
況
が
作
ら
れ
て
お
り
、
市
町
村
合
併

で
地
域
の
歴
史
的
・
文
化
的
な
蓄
積
を
な
く
し

て
し
ま
え
ば
、
よ
り
一
層
衰
退
が
進
む
こ
と
は

明
ら
か
で
す
。

大
阪
の
強
み
─
大
阪
湾
─
大
阪
平
野
─
三
山

系
─
淀
川
・
大
和
川
と
い
う
地
理
的
一
体
感
を

生
か
し
、
地
域
の
歴
史
的
・
文
化
的
蓄
積
を
大

切
に
し
、
地
場
産
業
、
地
域
産
業
が
生
か
さ
れ

る
よ
う
な
政
策
を
市
町
村
が
主
体
と
な
っ
て
作

り
出
し
て
い
く
こ
と
、
そ
し
て
そ
れ
を
広
域
自

治
体
で
あ
る
大
阪
府
が
し
っ
か
り
サ
ポ
ー
ト
し

て
い
く
こ
と
こ
そ
が
重
要
で
す
。
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